
 

1 

  

 

TCFD提言に基づく気候変動情報開示 
 

ソフトバンクグループ株式会社 

 

本開示においては、別段の記載がある場合を除き、「当社」はソフトバンクグループ㈱および子会社を、「当社グループ」はソフトバ

ンクグループ㈱および子会社・関連会社を指します。 
 

 気候変動がもたらす自然災害などの影響は年々深刻化しており、温室効果ガスの排出が現状のまま続

くと、事業活動の基盤である地球環境に多大な影響が生じる可能性があります。当社は、AIを活用する

企業群に投資を行う企業として、気候変動が地球環境および当社の事業にもたらすリスクを認識し、適

切に対処するとともに、テクノロジーが気候変動の解決に寄与する可能性とその機会を認識し、今後の

事業活動を推進していきます。 

 

 

ガバナンス 

 

1. 取締役会による気候変動リスクおよび機会の監督 
 

取締役会 

 ソフトバンクグループ㈱は、取締役会において、サステナビリティに関する重要事項の決定を行って

います。取締役会は、気候変動に関するリスク・機会の特定、対応策の策定、温室効果ガス削減に関す

るグループ目標の設定などについても、重要事項として審議・決定しており、当社の気候変動への対応

を監督しています。 また、後述するチーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSusO）の任命およびサ

ステナビリティ委員会の設置を取締役会において審議・決定しています。 

 

2. 気候変動リスクおよび機会の評価・管理における経営陣の役割 
 

チーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSusO） 

 ソフトバンクグループ㈱は、チーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSusO）として、IR部長 兼 

サステナビリティ部長の上利 陽太郎を任命しています。CSusOはサステナビリティに関する業務執行の

責任者であり、サステナビリティに関する方針策定、目標設定、取り組みの推進などを行います。CSus
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Oは、気候変動への対応についても、その責務の一環として、気候変動リスク・機会の特定、対応策の

策定・実施、温室効果ガス削減に関するグループ目標の設定などを牽引する役割を担っています。 

サステナビリティ委員会 

 ソフトバンクグループ㈱は、CSusO（IR部長 兼 サステナビリティ部長）を委員長、取締役専務執行

役員 CFO 兼 CISO※1（財務統括 兼 管理統括）、常務執行役員（経理統括）、執行役員 CLO ※2兼 GCO※

3（法務統括）の3名を委員として構成するサステナビリティ委員会を設置しています。サステナビリテ

ィ委員会では当社グループのサステナビリティに関する重要課題や推進方針などを継続的に議論すると

ともに、その内容を取締役会に報告し、監督を受けています。気候変動への対応についても、気候変動

リスク・機会の特定、対応策の策定、温室効果ガス削減に関するグループ目標の設定などについて議

論・検討を行っています。 

 

サステナビリティガバナンス体制 

 

  

 
※1 CISO：チーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー 

※2 CLO：チーフ・リーガル・オフィサー 

※3 GCO：グループ・コンプライアンス・オフィサー  
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リスク管理 

 

 ソフトバンクグループ㈱は、当社グループのリスク管理の指揮命令を行う責任者としてチーフ・リス

ク・オフィサー（CRO）を任命し、CROが室長を務めるリスク管理室を中心にグループ全体のリスク管

理に取り組んでいます。リスク管理室は、ソフトバンクグループ㈱の各部門や主要なグループ会社が把

握している非財務リスクを含む各種リスク情報を網羅的に収集するとともに、リスクが顕在化した際に

インシデント報告を受け、対応状況をモニタリングしています。また、収集した情報をもとにしたリス

クの影響度や発生頻度の分析・評価などを通じて、グループ全体での重大リスクを特定しています。 

 

特定された重大リスクは、ソフトバンクグループ㈱の取締役会や、取締役および執行役員で構成され

るグループ・リスク・コンプライアンス委員会（GRCC）に報告するとともに、そこでの議論を踏ま

え、対応策の検討や、対応策が有効に機能していることを確認するためのモニタリングを行っていま

す。気候変動リスクに関しても、上述のリスク管理プロセスに組み込まれています。 

 

 加えて、ソフトバンクグループ㈱は、2021年度に、財務・経理・リスク管理・エネルギー事業・ 

IR・サステナビリティなどを担当する各部門が参加するワーキンググループ（TCFD WG）を立ち上

げ、気候変動リスクについて部門横断的な検討を行いました。その後、TCFD WGでの検討をもとに、

サステナビリティ委員会および取締役会において、当社の気候変動リスクの特定および評価、その対応

策について審議・決定を行いました。特定した気候変動リスクおよびその対応策については、全社的な

リスク管理およびサステナビリティに関わるリスク管理のプロセスに組み込み、継続的にモニタリング

を行っていきます。 

 

リスク管理体制 
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戦略  

 

1. 気候変動の影響と対応策の検討プロセス   

 

ソフトバンクグループ㈱は、TCFD WGにおいて、これまで計12回の検討を行い、当社※1における気

候変動リスク・機会の洗い出し、および各リスク・機会がもたらす影響やその対応策の検討などを実施

しました。その後、TCFD WGでの検討をもとに、サステナビリティ委員会および取締役会にて、気候

変動が当社に与える影響および対応策について議論・検討しました。 

 

 検討対象とした事業セグメントは、持株会社投資事業、ソフトバンク・ビジョン・ファンド事業、ラ

テンアメリカ・ファンド事業※2（以下あわせて「当社投資事業」）です。なお、ソフトバンク事業につ

いては、ソフトバンク㈱が既にTCFD提言に基づく開示を行っています。ソフトバンク㈱のTCFD提言に

基づく開示は、同社のウェブサイトをご覧ください。 

 

ソフトバンク㈱ウェブサイト「気候変動対策への貢献」 

 https://www.softbank.jp/corp/sustainability/esg/environment/climate-change/ 

 

またアーム事業については、Arm LimitedがTCFD提言に基づく開示を2024年度に行う予定です。 

 

 本検討では、脱炭素社会への移行に伴う影響（移行リスク・機会）、気候変動による物理的な影響

（物理的リスク・機会）の双方を把握するために、世界全体の脱炭素化が進展する1.5℃シナリオと、脱

炭素化が進まず気候変動の影響が顕在化する4℃シナリオの2種類の気候変動シナリオを用いました。 

 

なお、洗い出したリスク・機会各々について行った当社の財務への影響の定量的な試算については、

現時点では、当社投資事業における投資先への気候変動の影響の分析に活用可能なデータは限定的であ

るため、開示に向けてはさらなる精査が必要であると考えています。一方で、気候変動への対応におい

て重要なことは、当社が気候変動によるリスク・機会を認識し、その対応策を経営に組み込んでいくこ

とであると考えています。上記の考えの下、当社の財務への影響の定量的な試算とその開示に向けた検

討は今後も継続していくものの、本開示においては、気候変動のリスク・機会とその影響に関する認識

を、定性的に開示することとしました。  

 
※1     本開示における「戦略」部分（p.4-p.8）では、「当社」はソフトバンクグループ㈱持株会社投資事業、ソフトバンク・ビジョン・

ファンド事業、およびラテンアメリカ・ファンド事業における子会社を指します。 

※2 ラテンアメリカ・ファンド事業は2022年度第1四半期決算よりソフトバンク・ビジョン・ファンド事業へ統合予定です。 

https://www.softbank.jp/corp/sustainability/esg/environment/climate-change/
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2. リスクおよび機会と財務影響 
 

当社投資事業で想定される気候変動のリスク・機会は、以下の通りです。 

 

想定される機会（概要） 

新規 
投資 

気候テック等への 

新規投資による投資利益獲得 

気候変動対応の重要性が高まる中、高い成長性が見込ま

れる気候変動対策関連のテクノロジーやサービスを提供

する企業（気候テック等）への新規投資は、当社の投資

利益の拡大につながる可能性がある。 

既存 
投資 

既存投資先の気候変動対応による 

投資先の企業価値向上 

当社の既存投資先が、温室効果ガス排出量の削減や気候

変動の緩和・適応に貢献するサービスなどに取り組むこ

とで、各社の企業価値が向上し、当社が保有する株式価

値の向上につながる可能性がある。 

資金 
調達 

当社の着実な気候変動対応による 

投資家からの支持獲得を通じた 

資金調達機会の拡大 

当社が温室効果ガス排出量の削減や情報開示などの対応

を着実に行うことで、結果として気候変動対応を重視す

る投資家からの支持獲得につながり、資金調達機会の拡

大へとつながる可能性がある。 

 

想定されるリスク（概要） 

 
新規 
投資 

当社の気候変動対応が不十分な場合

の投資先候補からの忌避 

当社の気候変動への取り組みが著しく不十分な場合、

気候変動対応を重視する一部の投資先候補より、当社

からの投資受け入れを忌避され、投資機会の減少につ

ながる可能性がある。 

既存 
投資 

気候変動リスクによる 

既存投資先の企業価値低下 

気候変動による移行リスクや物理的リスクの影響で、

投資先の財務状況が悪化し、当社が保有する株式の価

値が低下する可能性がある。 

（想定されるリスクの例） 

・環境規制の強化による規制対応コストの増加 

・風水害による操業停止・設備損壊 

・消極的な気候変動対応による顧客離れ 

資金 
調達 

当社の気候変動対応が不十分な場合

の投資家からの評価低下による 

資金調達機会の減少 

当社の気候変動への取り組みが著しく不十分な場合、

結果として気候変動対応を重視する投資家からの評価

低下および投資の忌避につながり、資金調達機会が減

少する可能性がある。 
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想定される機会 

 世界全体が気候変動対応に取り組む中、気候変動の解決に貢献するテクノロジーの需要は、今後さら

に拡大が見込まれます。AIを活用して事業を展開する企業の中には、再生可能エネルギーの供給や低炭

素型の交通手段の普及などの気候変動対策に寄与するテクノロジーやサービスを提供する企業（気候テ

ック等）が存在します。当社は既にエネルギー、交通、農業といったさまざまな分野で、気候テック等

に投資していますが、今後の市場拡大が見込まれる当該領域に積極的に投資することで、当社の投資利

益が拡大する可能性があると考えています。 

 

 さらに、当社の既存投資先においても、温室効果ガス排出量の削減や、気候変動の緩和や適応に貢献

するサービス・製品の提供などに取り組むことによる、企業価値向上の機会があると考えられます。例

えば、ライドシェア事業を行う企業が環境配慮型の車両サービスを提供したり、不動産事業を行う企業

が保有物件を低炭素化することなどを通じて、消費者の環境意識の高まりに対応し、結果として顧客の

支持を得ることで、収益の向上につながる可能性があります。 

 

 また、企業の気候変動対応を重視する投資家が増える中、当社が自らの温室効果ガス排出量の削減や

気候変動に関する情報開示の拡充といった気候変動の取り組みを着実に進めることで、結果的に投資家

からの支持獲得につながり、さらにはそれが当社の資金調達機会の拡大につながる可能性があります。 

 

想定されるリスク 

 当社の投資先候補には、気候変動を含む環境・社会課題に対する意識が高く、投資の受け入れに際し

て出資元の気候変動への取り組み姿勢を重視する企業も存在すると考えられます。仮に気候変動に関す

る当社の取り組みが著しく不十分である場合、こうした企業に当社からの投資の受け入れを忌避され、

投資機会の減少につながる可能性があります。 

 

 また、当社の投資先であるAIを活用する企業は、事業運営のために一定規模の電力を必要とするた

め、温室効果ガスの排出規制が強化されれば、省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入などのため

の追加的なコストが生じる可能性があります。さらには、気候変動による自然災害の増加により、デー

タセンターや通信インフラに損壊が生じると、投資先の事業運営の一時的な停止につながる可能性があ

ります。これらの気候変動によるリスクが投資先の財務状況を悪化させることで、当社が保有する株式

の価値が低下し、当社の財務に悪影響が生じる可能性があります。 

  

 当社は、ソフトバンク・ビジョン・ファンド1および2などを通じて、成長可能性の高いAI企業に大規

模な投資を行い、中長期的な投資成果を最大化することを目指しています。このためには、魅力的な投

資機会を捉えるための資金調達が重要です。一方で、企業の気候変動対応を重視する投資家が増えてい
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る中で、仮に気候変動に関する当社の取り組みが著しく不十分である場合、結果としてこうした投資家

からの評価が低下し、資金調達機会の減少につながる可能性があります。 

 

リスク・機会の当社への影響の認識 

 上述の気候変動リスクが顕在化し投資先の財務状況を悪化させる可能性があるものの、当社の投資先

であるAI企業は、化石燃料を大量に使用せざるを得ないセクターなどと比較して温室効果ガスの排出量

が少なく、また大規模な生産拠点や複雑なサプライチェーンを持たないことが多いため、移行リスク・

物理的リスクの両面で、投資先における気候変動リスクの影響は限定的であると想定しています。 

 

 また、当社の気候変動対応が著しく不十分である場合、投資家や投資先候補からの評価が低下し、結

果として資金調達機会や投資機会の減少につながる可能性があるものの、当社が着実な気候変動対応を

行うことで、こうしたリスクは十分に回避できると考えます。 

 

 一方で当社は、「情報革命で人々を幸せに」という経営理念の下、新しいテクノロジーやビジネスモ

デルを有する起業家とのエコシステムの構築を通じて、人類の進歩に投資し、人々の幸せに貢献するこ

とを目指しています。深刻化する自然災害などが人々の生活にさまざまな悪影響を与える中で、気候変

動対策関連の革新的なテクノロジーやサービスを提供する企業を見つけ出し、そのような企業に積極的

に投資を行っていくことは、経営理念の実現につながるとともに、気候変動の解決に大きく貢献しうる

ものと考えます。 

 

 脱炭素社会の実現に向けて、各国政府や企業が相次いでカーボンニュートラルやネットゼロを目指す

ことを宣言する中、気候変動対策に寄与するテクノロジーへの期待と需要は、今後さらに高まっていく

と考えられます。その中でも、エネルギー供給・消費の最適化や農業の生産性向上といった、AIを含む

ソフトウエア技術が貢献できる領域が大きくなっています。当社は、気候変動対策関連の革新的なテク

ノロジーやサービスを提供する企業に投資し、その成長を当社の機会としていくとともに、経営理念の

実現を通じて、気候変動問題の解決に貢献していきます。 
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3. 対応策 
 

 前項「2.リスクおよび機会と財務影響」に記載した認識を踏まえ、以下の対応策を実施しています。 

 

気候変動対策関連のテクノロジーやサービスを提供する企業等への投資 

気候テック等への積極的な投資は、「情報革命で人々を幸せに」という経営理念の実現に貢献すると

ともに、当社の投資事業にさらなる成長をもたらすものであると考えています。当社は、これまでにも

エネルギー、交通、農業といったさまざまな分野で、気候変動の解決に貢献する事業を行う企業に数多

く投資してきました。これらの実績と培った知見を生かし、今後も当該事業を行う企業への投資につい

て、継続的に検討を進めていきます。 

 

投資プロセスにおける気候変動リスク・機会の評価の組み込み 

ソフトバンクグループ㈱は2021年5月に「ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針に関するポリ

シー」を改正し、投資前後の投資先評価プロセスにおいて、環境・社会要因に起因するリスクと機会の

評価を行うことを明記しています。このポリシーは、ソフトバンクグループ㈱およびその子会社※1に適

用されるものであり、気候変動リスク・機会の評価は既に一部の投資プロセスに組み込まれています。 

 

気候変動に関する投資先エンゲージメントの推進  

ソフトバンク・ビジョン・ファンド1および2においては、エンゲージメントの一環として、投資先企

業と共にサステナビリティに関するワークショップを実施しています。2021年度末までに計4回実施

し、TCFD提言に基づく情報開示の重要性や、脱炭素経営の先進事例など、投資先が気候変動対応を行

うにあたって有益な情報を提供しています。またワークショップでは、気候変動対策に貢献する事業や

脱炭素施策を行っている当社投資先の経営陣がパネリストを務めるなど、投資先間の連携促進の場とし

ても機能しています。今後も、気候変動に関するエンゲージメントや投資先間の連携促進などを通じ

て、投資先の気候変動リスク・機会への対応を支援していきます。 

 

事業活動に伴う温室効果ガス排出量の削減 

当社は、事業活動に伴う温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。当社が排出する温室効果ガ

スの大半は電力使用に伴う排出のため、再生可能エネルギー由来の電力への切り替えを中心に進めると

ともに、本社ビルやデータセンターなどでIoTを活用した省電力・省エネルギー化などにも取り組んで

います。 

  

 
※1     ソフトバンク・ビジョン・ファ ンドおよびソフトバンクグループ㈱の子会社が管理するその他の投資子会社を含みます。ただし、

上場会社および規制上の理由から当社グループによる支配が禁止されている子会社ならびにその傘下の子会社を除きます。 
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指標と目標  

 

グループ目標  

当社は、事業活動に伴う温室効果ガス排出量のさらなる削減に向けて、2022年6月に、以下のグルー

プ目標※1を設定し、事業活動に伴う温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指しています。 

グループ目標※1 2030年度までにカーボンニュートラル達成 

  

ソフトバンクグループ㈱および 主要子会社の目標 

ソフトバンクグループ㈱は、2020年度よりカーボンニュートラルを達成※2しています。また主要子会

社においても、各社が温室効果ガス排出量の削減に関する目標を設定し、目標達成に向けて取り組んで

います。 

 

ソフトバンクグループ㈱および主要子会社の目標および2021年度進捗 

 目標 2021年度進捗 

ソフトバンク 

グループ㈱ 

2020年度、2021年度にカーボンニュートラル達成※2 

 

ソフトバンク

㈱ 

2030年度までにカーボンニュートラル達成 

※2 

基地局での使用電力の50%を再生可能エネル

ギー※3化 

Zホールディン

グス㈱ 

2030年度までにZホールディングスグループ

全社でカーボンニュートラル達成※2 

主要子会社における温室効果ガス削減の 

マイルストーン設定 

ヤフー㈱ 2023年度までに使用電力の100％再生可能エ

ネルギー化 

2021年5月にRE100※4準拠の再生可能エネル

ギー導入開始 

Arm Limited -2023年までに使用電力の100％再生可能エ

ネルギー化 

-2030年までにネットゼロカーボン達成※5 

使用電力の95％を再生可能エネルギー化

（見込み） 

 

  

 
※1 対象はソフトバンクグループ㈱および主要子会社（原則、有価証券報告書記載の「主要な子会社」に準ずるが、一部規制上の理由等

による例外がある）の事業活動に伴う温室効果ガス排出（Scope1およびScope2） 

※2 対象はScope1およびScope2 

※3 再生可能エネルギー指定の非化石証書を活用した再生可能エネルギー実質100%の電気 

※4 事業活動における使用電力を100％再生可能エネルギーで賄うことを目指す国際的なイニシアチブ 

※5 対象はScope1、Scope2およびScope3 
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温室効果ガス排出量 

当社の温室効果ガス排出量は当社ウェブサイトをご覧ください。 

ESGデータ集（環境データ） 

https://group.softbank/sustainability/esg_data#1 

 

 

 

 

 

 

 

公開 2022年6月27日 

更新 2022年8月3日 （一部修正：p4 Arm LimitedのTCFD開示予定時期） 

 

免責事項 

 本開示は、ソフトバンクグループ株式会社（以下「SBG」）および その子会社（Arm Limitedを含み、以下SBGとあわせて「当

社」）ならびに関連会社（以下当社とあわせて「当社グループ」）に関する関連情報を提供するものであり、すべての法域において、

いかなる証券の購入または応募の申込みを含む、いかなる投資勧誘を構成または形成するものではありません。 

本開示には、当社グループの推定、予測、目標および計画を含む当社グループの将来の事業、将来のポジションおよび業績に関する記

述など当社グループの将来の見通しに関する記述、見解または意見が含まれています。将来の見通しに関する記述には、特段の限定を

付すことなく、「目標とする」、「計画する」、「確信する」、「希望する」、「継続する」、「期待する」、「目的とする」、「意

図する」、「だろう」、「かもしれない」、「であるべきである」、「したであろう」、「できた」、「予想する」、「推定する」、

「企図する」もしくは類似する内容の用語もしくは言い回しまたはその否定形などが含まれています。本開示に記載されている将来の

見通しに関する記述は、当社グループが本開示の日付現在において入手可能な情報を踏まえた、当社グループの現在の前提および見解

に基づくものです。これら将来の見通しに関する記述は、当社グループのメンバーまたはその経営陣による将来の業績を保証するもの

ではなく、当社グループのビジネスモデルの成功、当社グループの資金調達力およびその資金調達条件の影響、SBGの重要な経営陣に

関するリスク、当社グループの投資活動に関するまたはこれに影響を与えるリスク、SB Global Advisers Limited、SB Investment Advi

sers （UK） Limitedおよびそれらの関係会社を含むSBGの子会社により運用されるいずれかのファンド（文脈に応じて、パラレル・フ

ァンド、フィーダー・ファンド、共同投資ビークルまたはオルタナティブ投資ビークルとあわせて「SBファンド」という。）ならびに

その投資、投資家および投資先に関するリスク、ソフトバンク株式会社およびその事業の成功に関するリスク、法令・規制・制度など

に関するリスク、知的財産権に関するリスク、ならびに訴訟を含むこれらに限られない既知および未知のリスク、不確実性その他要因

を含み、これらの要因により、実際の当社グループの実績、業績、成果または財務状態は、将来の見通しに関する記述において明示ま

たは黙示されている将来の実績、業績、成果または財務状態と著しく異なる可能性があります。当社グループの実績、業績、成果また

は財務状態に影響を与える可能性のあるこれらおよびその他の要因については、SBGのホームページの「事業等のリスク」  

（https://group.softbank/ir/investors/management_policy/risk_factor）をご参照ください。当社グループおよびその経営陣は、これ

ら将来の見通しに関する記述に明示されている予想が正しいものであることを保証するものではなく、実績、業績、成果または財務状

態は、予想と著しく異なる可能性があります。本開示を閲覧する者は、将来の見通しに関する記述に過度に依拠してはなりません。当

社は、本開示に記載される将来の見通しに関する記述その他当社が行う将来の見通しに関する記述を更新する義務を負いません。過去

の業績は、将来の実績を示すものではなく、本開示に記載される当社グループの実績は、当社グループの将来の実績の予測もしくは予

想の指標となるものではなく、またはこれを推定するものでもありません。 

 本開示に記載されている当社グループ以外の企業（SBファンドの投資先を含みますが、これに限られません。）に関わる情報は、公

開情報などから引用したものであり、当社は、情報の正確性または完全性について保証するものではありません。 

https://group.softbank/sustainability/esg_data#1
https://group.softbank/ir/investors/management_policy/risk_factor

